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　令和 6・7 年度 第 1 回救急災害医療対策委員
会が、年の瀬も迫る令和 6 年 12 月 26 日に日
本医師会館小講堂と WEB ハイブリッドにて開
催されました。現地にて出席しましたので報告
をします。

I. 委員会構成

　委員は、全国 8 ブロックから各々 1 名ずつ
のブロック推薦で 8 名、会長指名が 16 名で構
成されています。小職は会長指名で委員を拝命
しました。また、九州ブロック推薦では熊本県
医師会の西理事が就任されました。そして、日
本医師会担当役員は茂松副会長、細川常任理事

（主）、佐原常任理事、藤原常任理事（副）、担
当事務局は地域医療課です（図 1）。オブザー
バーには各関係団体から 8 名が参加されていま
す（図 2）。当日は 20 名の現地参加と WEB 参
加となりました。

II. 議事次第

1. 会長挨拶
　はじめに松本会長からご挨拶がありました。令
和 4 年 12 月の第 1 回委員会における会長諮問「医
師会による救急災害医療の実践について」でした。
これに対する答申として、「日本医師会 ACLS 研
修制度の検討」「JMAT のあり方」「マスギャザリ
ング災害に備えた医療体制」「地域包括ケアシス
テムにおける救急医療について」の各々のワーキ
ンググループからの報告と「次世代の災害医療」
に関する活動が報告書としてまとめられました。
このことについて、会長から謝意が述べられま
した。この「JMATのあり方」のワーキンググルー
プの座長は本会田名会長が務められました。

2. 委員長・副委員長指名
　委員長は前期に引き続き山口芳裕先生（杏林
大学教授）、副委員長に目黒潤一先生（北海道医
師会常任理事）が指名されました（巻頭写真）。
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3. 会長諮問
　今期は、会長から「直近の情勢を踏まえた医
師会の救急災害医療対策について」が諮問され
ました（図 3）。そして、これに対して「地域
包括ケアシステムにおける救急医療」「日本医
師会二次救命処置（ALS）研修の普及・教育
資材」「JMAT のあり方」「マスギャザリング災
害に備えた医療体制」の各々ワーキンググルー
プが開催されることとなりました。

　そして、4. 委員長・副委員長挨拶、5. 担当役
員挨拶、6. 出席者自己紹介と続き、7. 前述した
前期の会長諮問に対する答申としてまとめられ
た報告書の紹介と概要説明が行われました。
　最後に、今後のスケジュールについて説明が
あり、3 ヶ月に 1 回のペースで委員会を開催し
て答申は令和 8 年 6 月頃に報告書としてまとめ
る予定となりました。

III. 所 感

　JMAT は 2010 年に本委員会から、会長諮問
への答申の中で日本医師会として災害への対応
を遂行するための方策として提言されました。
急性期の災害医療を DMAT が終えて撤収した
後に引き継いで亜急性期・慢性期の災害医療を
行い、被災地の医療体制が回復するまでの間、
地域医療を支えることを目的としていました。
　そして 2011 年の東日本大震災、2016 年の熊
本地震、2018 年の西日本豪雨災害、2020 年の
令和 2 年 7 月（球磨川）豪雨災害などを経験し
て、令和 6 年能登半島地震を経験しました。そ
の間、様々な経験を積み新たな課題が発生し、
医療対応から保健医療対応へ、そして保健医療
福祉対応へと変遷してきました。DMAT の活
動期間も急性期医療のみではなく長期間に渡
るようになりました。また、令和 6 年能登半
島地震では介護施設対応が大きな課題となり
ました。
　その間、DMAT（災害派遣医療チーム）に加
えて災害医療チームは DPAT（災害派遣精神
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図 1　委員構成
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－ 17（199）－



沖縄医報　Vol.61  No.3 2025
報　　告

医療チーム）、日赤救護班、JRAT（日本災害
リハビリテーション支援協会チーム）、DHEAT

（災害時健康危機管理支援チーム）、DICT（災
害時感染制御チーム）、J-SPEED 解析チーム、
災害時小児周産期リエゾン、AMAT（全日本病
院医療支援班）、NPO など多種多様な保健医療
チームが組織化されてきました。国も都道府県
医療本部と二次医療圏における各保健所を中心
とした「大規模災害時の保健医療福祉活動に係
る体制の整備について」を示しました。

　前置きが長くなりましたが、このような背
景から従来の JMAT の考え方や体制では対応
が難しくなってきており、今回の会長諮問では

「JMAT のあり方」については基本理念から体
制の見直しが求められました。次の災害に備え
るため、早期に取りまとめるべき論点は優先的
に議論に取り掛かり、日本医師会の体制整備に
質するようにとのことでした。今期の会長諮問
の重点事項となっています。
　沖縄県医師会 JMAT は令和 6 年能登半島地
震において、石川県医師会を push 型で支援
して石川県医療本部に JMAT 本部を、地域に
JMAT 支部の立ち上げを行い、日本医師会へロ
ジチームの派遣要請を行いました。これらの経

験をまとめて日本医師会雑誌へ JMAT の初動
の在り方についての論文投稿を行いました 1）。
ワーキンググループにおいてこの論文内容が実
現することを期待するとともに、基本理念を再
考し、JMAT の日本医師会の中での立ち位置、
そして権限と責任の所在、ならびに対外的には
災害発生時に係る保健医療福祉体制における立
ち位置が明確にされることが必要と考えていま
す。そして、平時からの他の保健医療チームと
の連携構築や研修などへの取り組みが求められ
ています。
　一方、日本医師会は最大の医師の職能団体で
あり、JMAT は重要な医師会活動です。参加に
は「プロフェッショナルオートノミーによる参
画である」「会員非会員を問わない」「資格制度
を設けない」という特色もあります。これらの
強みを最大限発揮できることも重要と考えてい
ます。
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図 3　会長諮問
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